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１．農業競争力強化プログラム （抜粋）
（平成28年１１月29日 農林水産業・地域の活力創造本部決定）

○農林漁業者等のニーズを踏まえた明確な研究目標の下で、農林漁業

者、企業、大学、研究機関がチームを組んで、現場への実装までを視

野に入れて行う、新市場を開拓する新規作物の導入や、ＩＣＴやロボット

技術等を活用した現場実証型の技術開発の推進。

○熟練農業者のノウハウの見える化を図るため、

ＡＩ等の最新技術を活用し未経験者が短期間で

身に付けられるシステムの構築を推進。

（明確な研究目標）導入しやすい
価格の自動除草ロボット

○大学、国・都道府県の試験研究機関が持つ研究成

果や研究者情報を体系的に整理し、農業者等のスマ

ホ・タブレット対応等により手軽に情報を入手できる形

での公開。

○戦略物資である種子・種苗については、国は、国家戦略・知財戦略として、民間活力を最

大限に活用した開発・供給体制を構築。

熟練農業者が摘果した果実

熟練農業者 新規就農者

学習支援モデルを作成し、新規
就農者等の学習、指導に活用

ＡＩ等による
形式知化

対価

熟練農業者の技術・判断を
アイカメラ等で記録し、解析

１



２．内閣府説明資料と本説明資料との対応

２

１．CSTIにおいて政府の戦略を策定する必要性（意義）

内閣府説明資料 本説明資料

２．策定する戦略の位置づけ

３．バイオテクノロジーが貢献できる課題
（農林水産分野）

４．バイオテクノロジーによるイノベーショ
ンがもたらす新たな経済社会像等

５．研究開発促進のための基盤整備・環
境整備

６．産業化の促進にあたって検討すべき
課題

P. 4

P. 5



○○限り

３．バイオテクノロジーが貢献できる課題 （農林水産分野）

３

１．農林水産業における生産性の飛躍的向上等

○ DNAマーカー育種、生物情報ビッグデータ・AIを活用した「スマート育種」、ゲ

ノム編集技術等により、画期的な農林水産物品種・系統を開発・作出。

→ 加工適性、輸出適性、病害虫抵抗性、高温耐性、スマート農業対応等

○ 農作物栽培における植物－微生物共生の活用、生物農薬の開発。

２．「新・緑の革命」への挑戦、SDGs「目標2.飢餓をゼロに」の達成への貢献

○ 1960年代に高収量品種の開発、化学肥料・農薬等の技術革新と開発途上国

等への導入により、穀物の大量増産が実現（緑の革命）。現在、地球温暖化・

気候変動、干ばつ・豪雨等の異常災害、環境保全等の新たな課題が顕在化。

気候変動等の新たな課題と食料安定供給に対応した新品種の開発等により、

新たな緑の革命を実現（「新・緑の革命」）。我が国の種苗開発体制も強化。

○ 持続可能な開発目標（SDGs）の「目標2. 飢餓を終わらせ、食料安全保障及

び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する」の達成への貢献。

３．新たな消費者ニーズを満たす食の提供、健康増進社会の実現

○ 多様化・変化する消費者・実需者ニーズに対応した農林水産物を開発・生産。

○ 国内外の健康食品市場が急速に拡大（国内の機能性表示食品市場 H27:約

450億円→H28:約1,480億円（見込））。品種開発、成分分析技術、ヘルスチェッ

クマーカー、健康増進効果評価技術等により、科学的根拠に基づき、個人の

健康状態・生活習慣等に応じて機能性・栄養機能を有する農林水産物・食事

を提案・提供。国民の健康増進、健康寿命の延伸、増大する医療費の抑制に

も貢献。

４．バイオプロセスによる革新的素材・製品の生産、地方創生

○ 化学品等のものづくりにおけるバイオプロセスへの転換・「スマートセル」の活

用により、石油依存からの脱却を促進。

○ 地域生物資源（セルロースナノファイバー、リグニン、遺伝子組換えカイコ等）

の活用による高付加価値品生産により、農山村地域等に産業・雇用を創出。

《出典：IPCC 第5次評価報告書
2013》

世界の地上気温の経年変化
（年平均）

ゲノム編集技術「いちほまれ」福井県HPより
（DNAマーカー育種で開発）

スマートセルインダストリー
遺伝子組換えカイコ
による医薬品等

食による健康の増進 機能性農産物等

高温による
品質低下(左) 病害虫被害

持続可能な
開発目標
目標２



○○限り４．バイオテクノロジーによるイノベーションがもたらす新たな経済社会像等
－ ① 「スマート育種」による農林水産業の革新 －

バイオテク
ノロジー・
生物機能
の高度活
用による
イノベー
ション

【直面する課題等】 【目指すべき経済社会像（ビジョン）】

【バイオテクノロジー・生物機能の高度活用による新産業の創出・産業システムの改革】

●ゲノム情報を用いた品種改良（DNAマーカー選抜
育種等）、ゲノム編集技術等により画期的な品種
を開発、農林水産業のあり方を改革。

バイオテクノロジーを用いた品種改良
により、農林水産業が変わる

「新・緑の革命 (New Green Revolution)」

●環境と経済性に配慮しつつ、世界的な気候変動
への対応と食料安定供給を実現する品種・栽
培技術を開発。アジア・アフリカ等に展開。

４

○我が国の農業従事者の高齢化（65歳以上
が6割以上）、深刻な担い手不足による農
業崩壊の危機。農業生産性向上等の課題。

○地球規模の気候変動等への対応。

○人口増加による世界（特にアジア）の食料
市場の拡大。持続可能な開発目標（SDGs）
目標２「飢餓をゼロに」の達成への貢献。

○世界の種子業界の再編。世界の大手種子
企業がゲノム編集農作物を開発、バイオイ
ンフォマティクス企業と提携。

機能性成分を多く含み食味も
優れる野菜品種(タキイ種苗)

病害虫が付きにくい
ブリ類(水産機構)

ゲノム編集技術を利用した品種開発 (SIP)

○高温耐性品種○超多収品種

○干ばつ・多雨耐性品種
○病害虫耐性品種
（低農薬）

DNAﾏｰｶｰ育種 DNAﾏｰｶｰ育種

育種ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ
の整備

先端ゲノム育種技術に
よる育種素材等の開発

スマート育種
システム

ニーズ

品種開発

実需者等

民間事業者等への
育種素材、品種開発
サービス等の提供

ビッグデータ
解析

先端ゲノム育種技術の開発

ゲノム編集技術、
ｹﾞﾉﾐｯｸｾﾚｸｼｮﾝ等

yi = μ + β j xij + ei
j =0

N



バイオとデジタルの融合による
「スマート育種システム」の開発

遺伝資源の確保、
民間等への提供

ジーンバンク(農研機構)

バイオテクノロジー、
ＡＩ、ＩＣＴ等の活用

•若者にも魅力
ある農業

•生産者の所得
の向上・安定

•種苗開発体制
の強化

•輸出拡大
•世界の食料安
定供給に貢献

○ビッグデータ、バイオテクノロジー

等を活用した品種改良（「スマー

ト育種」）により、農業が直面する

課題を克服、生産者の所得向上

等が図られ、農業が魅力ある産

業になる。

○環境に優しい農業により、気候変

動等への対応・世界の食料安定

供給を実現。（「新・緑の革命」）



○○限り４．バイオテクノロジーによるイノベーションがもたらす新たな経済社会像等
－ ② 食による健康増進社会の実現 －

５

バイオテク
ノロジー・
生物機能
の高度活
用による
イノベー
ション

【直面する課題等】 【目指すべき経済社会像（ビジョン）】

【バイオテクノロジー・生物機能の高度活用による新産業の創出・産業システムの改革】

○農林水産業、食品産業、工業、医
療、保健サービス等の連携による
「食のヘルスケア産業」を創出。

○個人の健康状態・生活習慣等に応
じた食生活・食事の提案・提供によ
り、生活習慣病リスクの低減、健康
寿命の延伸を促進。増大する医療
費の抑制にも貢献。

○農林水産物の高付加価値化、市場
拡大により生産者の所得が向上。

○ｱｼﾞｱ等への農林水産物の輸出拡大。

○生活習慣病リスクの低減、国民の健康寿命の延
伸、増大する医療費の抑制。

○健康食品市場が拡大。（機能性表示食品市場
H27年度：446億円→H28年度：1,483億円（見込)）

機能性表示食品1,050件
超のうち、生鮮食品はわず
か8件（もやし、ウンシュウ
ミカンの2種）にとどまる。

○日本食の健康増進効果の
科学的エビデンスの不足。
地中海食：2,315件、日本食：260件 （H29年10月現在）

生産者
(機能性農
作物生産)

食品製造業
(機能性保持
加工)

食改善支援
サービス
（配食､外食、
栄養指導等）

ヘルス
チェック・
栄養診断
サービス

国民

機能性農産物等 農林水産物の健康増進効果
評価技術、食生活指針等

ヘルスチェックシステム
（健康～軽度不調）

「食のヘルスケア産業」

ｾﾙﾌ・ﾌｰﾄﾞﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ＊

農林水産物
健康情報統合
データベース

成分ﾃﾞｰﾀ

科学的ｴﾋﾞﾃﾞﾝｽ

食生活指針

ｺﾎｰﾄ研究、
ﾋﾄ介入試験

農林水産物の健
康増進効果評価
技術・ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙ

規制改革（生鮮食品の機能性表示等）、規格化・国際標準化（JAS、ISO等）、事業環境整備、食育等

機能性
農産物等

◇農林水産物による健康増進効
果評価技術・プロトコールの開発
（健常者での有効性実証研究､ヒ
ト介入試験､成分分析技術等）

◇農林水産物健康情報統合デー
タベース（仮称）の構築

◇健康維持・増進のための食生
活指針

（例）
◇高β-グルカンオオムギ、高
GABAオオムギ（血中コレステロー
ル・内臓脂肪低減、ストレス緩和）

◇高β-クリプトキサンチンカンキツ
（骨の健康維持、糖尿病リスク低下）

◇高アントシアニンかんしょ（肝機
能改善）

◇低アレルゲン性卵

◇健康～軽度不調を評価するバ
イオマーカー等の開発（睡眠の
質、代謝機能、ストレス、腸内環
境、認知機能等）

◇大規模コホート研究等のヒト試
験による検証

腸内細菌

睡眠の質

「健康」をチェックする
指標を選定

miRNA解析

認知機能

血液・尿中
マーカー

唾液・涙液内生理
活性物質

遺伝子発現

アミノ酸インデックス

活動量

メタボローム
解析

ストレスマーカー

7100

7300

7500

7700

2014 2015 2016 2017

（億円）

（見込）（予測）
矢野経済研究所ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽを基に作成。

健康食品の市場規模の拡大

＊セルフ･フードプランニングシステム：自分の健康を維持するために自分で
食や食生活をデザインするシステム。

健康
軽度の
不調

病気 ﾍﾙｽﾁｪｯｸ
ｼｽﾃﾑ

食による健康増進社会

生産者の所得向上生産者の所得向上

食のヘルスケア産業の創出食のヘルスケア産業の創出

高機能食品、安全安心な食品

農林水産物の
輸出拡大
農林水産物の
輸出拡大

健康寿命の延伸健康寿命の延伸

豊かな食生活への貢献豊かな食生活への貢献

医療費削減医療費削減



○○限り４．バイオテクノロジーによるイノベーションがもたらす新たな経済社会像等
－③ 地域生物資源を活用したバイオ産業の創出 －

【直面する課題等】

バイオテク
ノロジー・
生物機能
の高度活
用による
イノベー
ション

【目指すべき経済社会像（ビジョン）】

【バイオテクノロジー・生物機能の高度活用による新産業の創出・産業システムの改革】

GMカイコ医薬品
（農研機構, ﾆｯﾄｰﾎﾞｰ

ﾒﾃﾞｨｶﾙ）
スギ花粉米
（農研機構）

ｲﾇｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝα
生産ｲﾁｺﾞ

（産総研, ホクサン）

ﾎｸｻﾝHPより
ヒト骨粗鬆症検査薬 1μm

<先行開発例>
製品化

製品化

臨床研究

人工クモ糸繊維
（スパイバー）

改質リグニンによる
新素材開発

（森林総研、産総研等）
光るシルク
（農研機構）

Spiber社
ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽより

SIP

ImPACT

<先行開発例>

ｶﾞｽｹｯﾄ
ｺﾝｸﾘｰﾄ
混和材

ﾌﾚｷｼﾌﾞ
ﾙ電子
ﾃﾞﾊﾞｲｽ

自動車
用部品

優れたタンパク質生産機能等を有する植物・昆虫を用いてバイオ医薬
品等を開発・生産

多様な機能を持つ生物を物質生産工場として利用(ｽﾏｰﾄｾﾙ)。石油化学
プロセスでは実現できない高機能素材・高付加価値品を生産。

生産体制
構築中

スマート
養蚕施設

バイオマス
リファイナリー工場

革新的
バイオ
製品

生物機能を活用し、高機能素材・高付加価値品を生産植物・昆虫等を用いて医薬品等の有用物質を開発

○我が国が強みを有するバイオ
技術を用いて、地域の生物資
源を活用したバイオ産業を創
出・振興。

○石油化学プロセスからバイオ
プロセスによるものづくりへの
転換。（ｽﾏｰﾄｾﾙｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ）

○農山村地域等における産業・
雇用の創出、地方創生を実現。

６

農山村地域

桑園

○中山間・離島地域を中心に、地域の基幹産業
たる農林水産業の弱体化が深刻。

○地域生物資源の活用による新産業と雇用の
創出が期待される。しか
しながら、機能性素材等
の開発は発展途上。

○世界の医薬品売上げ上

位10品目のうち7品目が

バイオ医薬品。日本は大

幅な輸入超過の状況。

輸入金額

輸出金額

日本の医薬品の
貿易状況

平成23年には約2.4兆円の
輸入超過を記録。



○○限り

５．研究開発促進のための基盤整備・環境整備

７

１．オープンイノベーションの推進

①産学官・異分野連携研究開発プラットフォームの構築・強化
・「「知」の集積と活用の場」の加速化、産学官連携研究開発拠点の整備等

②政府系研究開発機関等による、生物情報ビッグデータ、生物資源の収集・整備、民間等への提供体制
の構築

③府省連携・産学官連携による研究開発プロジェクトの推進（各省施策、次期SIP、PRISM等）

２．コア技術の開発、イノベーション創出の基盤となる先導的・基礎的研究の強化

３．知的財産の適切な管理・運用

○オープン戦略とクローズ戦略の的確な使い分け、研究開発段階からの戦略的知財マネジメントの計画・
実施、知財マネジメント人材の育成

４．総合的な研究開発・イノベーション人材の育成

○大学、企業、研究機関の連携による、俯瞰的視野を持つ研究開発・イノベーション人材の育成（総合
的・実践的な教育カリキュラムの構築・提供等）

５．民間研究開発投資の促進、ベンチャー企業等の研究開発に対する支援

「知」の集積と活用の場

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｾﾝﾀｰ
(NBDC等)

国研・大学
(農研機構等)

利用者(民間等)

生物情報ビッグデータの
収集、民間等への提供

ジーンバンク
（農研機構）

植物遺伝資源の
相互利用に向けた
アジアとの協力

遺伝資源の確保、
民間等への提供



○○限り

６．産業化の促進にあたって検討すべき課題

８

１．バイオテクノロジー利用に対する国民・社会の受容の促進

○バイオテクノロジー利用等に関する国民との双方向コミュニケーションの強化

○消費者メリットを感じられるモノ（バイオテクノロジー農林水産物・製品）の提示による理解促進（遺伝子組換え
カイコによる医薬品・化粧品、健康に良くおいしい農産物、低アレルギー農産物等）

○マスメディアを通じた正確な情報発信 等

→遺伝子組換え技術に対して国民が不安を感じている。国民・社会との丁寧なコミュニケーション、正確な情報
提供等により、ゲノム編集技術を正しく理解していただくことが重要。

２．規制改革、ルールの明確化等

①ゲノム編集に対するルールの明確化
・ゲノム編集技術の利用に関するルールの明確化（カルタヘナ法の適否、食品安全等）
・ゲノム編集の取扱ルールに関する国際協調

②生鮮食品の機能性表示食品制度の活用促進
・規制改革実施計画（平成29年6月閣議決定）の個別実施事項である「機能性食品制度の改善」「生鮮食品の
機能性表示食品制度の活用促進」の検討・取組の推進
・農林水産物の健康増進効果評価技術・プロトコールの確立・運用等

③コホート研究データ等の活用
・がん治療等の医療目的で実施されているコホート研究等のデータを、食品の健康増進機能の評価等に活用

３．規格化・国際標準化

○「新・緑の革命」等で開発した画期的な品種の海外での登録、適切な知財管理

○機能性農林水産物の評価法・分析技術等の規格化（JAS）、国際標準化（ISO等）とASEAN地域を中心とした
海外展開

４．ベンチャー企業等に対する事業化支援

○JST大学発新産業創出プログラム(START)、NEDO研究開発型ベンチャー支援事業等の活用



○○限り

（参考） 国内産業界によるバイオテクノロジー分野の政策提言の動き

○ COCN（産業競争力懇談会）が、高機能食品素材等を含む「バイオとデジタルの融合による新
機能材創出（i-バイオ）」、「情報 流通ネットワークの構築による第一次産業のバリューチェーン
革命」についての政策提言を検討中（2017年10月に中間報告、2018年2月に最終報告を予定）。

情報流通ネットワークの構築による
第一次産業のバリューチェーン革命

バイオとデジタルの融合による新機能材創出

○JABEX（日本バイオ産業人会議）/JBA（バイオインダストリー協会）がバイオ戦略に関する政策
提言を検討中（年内を目途に取りまとめ）。

９



２．備えるべき事象

・世界の大手種子企業が、再編により研究開発力・マーケティン
グ力を強化。
・世界の大手種子企業が数年内のゲノム編集農作物の商業栽
培を計画。国際機関との共同育種プログラムや基本技術の開
発者と特許に関する提携の動き。
・世界の大手種子企業がバイオインフォマティクス企業と提携。
・欧米を中心に野菜・果樹の国際プロジェクトが複数進行、日本
の貢献は弱い。
・国内では、遺伝子組換え農作物に対する受容性が低い。
・ゲノム編集に対する規制・管理が定まっていない。
・科学的根拠に乏しい、いわゆる「健康食品」の氾濫。

（参考） 農林水産分野のバイオテクノロジー利用に関する状況

○健康関連市場の急速な拡大、アジアにおける食市場の拡大で、日本の農林水産物の市場開拓・拡大の機会。
○日本のイネ等のゲノム研究・ゲノム育種は世界トップレベル。トマト等のゲノム編集農水産物の開発が進行。
○バリューチェーンの構築が不十分。育種等の研究開発において消費者・実需者のニーズを捉えきれていない。

３．さらに発展させるべき分野

・日本の農家による高品質な農作物の生産。
・世界トップレベルのイネ等のゲノム情報の蓄積・ゲノム育種。
・イネ、トマト、ジャガイモ、マグロ等のゲノム編集農水産物の
研究開発。
・世界第6位の植物遺伝資源や豊富な育種素材。
・我が国の遺伝子組換えカイコを用いた有用物質生産技術。

４．改革すべき分野

・生産から消費までのバリューチェーンの構築が不十分。育種、
栽培技術、流通加工技術の研究開発がバラバラに行われ、
消費者・実需者のニーズを的確に捉えきれていない。
・規模の小さな生産法人・食品企業が多く、研究開発投資・研
究人材が少ない。
・大規模コホート研究が不十分。
・健康増進効果の評価が不足。日本食のエビデンスが少ない。
・AI人材、バイオインフォマティシャンの不足。

１．チャンス

・健康関連市場の急速な拡大。アジアにおける食市場の拡大。
・農業競争力強化プログラム等による民間事業者の参入促進。
・生物情報ビッグデータの蓄積とゲノム編集技術の登場。新た
な育種技術の確立による高付加価値農作物の生産・流通の
可能性。

高品質な農作物、育種素材 生体情報の蓄積
新たな育種技術

生産者・生産法人
生産者団体

流通加工業
中食・外食産業

消 費 者
多様なニーズ

機能性農産物・食品開発 国産農産物の輸出力強化
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